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共同企業体の代表組合員が破産した際に破産財団に組み入れられた共同企業体の
請負代金の帰趨
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事実の概要

　ＡとＢを構成組合員とする共同企業体Ｘは、Ｃ
市から建物建築工事を請け負ったが、その後、Ａ
の代表者は破産申立書の作成をＤ司法書士に依頼
すると共に、相殺をおそれＸの代表として本来の
振込先銀行ではなくＦ信用金庫のＸ名義の預金口
座に振込先を変更したうえで、Ｃから請負代金が
同口座に振り込まれた。Ａの代表者はこれをさら
にＤの預金口座（口座①。別事件の預かり金もあり）
に振り込んだが、Ｄは振込金の一部をＡの債権者
に弁済した後、他と区別するため別の口座（口座
②）に移管した。
　そのうえでＡは破産裁判所（以下「裁判所」）に
破産手続開始の申立てをした。申立時にＡは裁判
所に対しＤの預かり金中にＸに帰属する保管金が
あることを説明したが、Ｄは担当書記官の指示に
より保管金を裁判所に予納した。裁判所はＡにつ
いて破産手続開始決定をなすと同時にＹが破産管
財人に選任された。
　Ａの破産によりＢのみとなったＸは、裁判所に
対し、Ｙを被告とし、主位的に金銭の所有権に基
づく取戻権の行使として、予備的にＡとＤ間の委
任契約を前提とする財団債権としての不当利得と
して、返還を請求した。
　原審は、請負代金は順次各口座に振り込まれ、
その後予納されたものであり、金銭として占有が
移転しているわけではなく所有権を観念すること

はできないとし、Ｘの主位的請求を退けると共に、
遅くともＤの口座①に振り込まれた時点でＸはＤ
又はＡに対する不当利得返還請求権を有すること
になったのであり、同請求権は破産手続開始前か
ら生じていたものであるから、財団債権とは認め
られないとして予備的請求も退けた。
　（なお、解説の都合上、原審におけるその他の主張
及び控訴審における追加主張については省略する。）

判決の要旨

　１　主位的請求について
　原審同様に、「金銭は、特別の事情がある場合
を除いては、物としての個性を有せず、単なる価
値そのものと考えるべきであり、価値は金銭の所
在に随伴するものであるから、金銭の所有権者は、
特段の事情のない限り、その占有者と一致すると
解すべきであり、」「価値の帰属者が金銭の所有者
とみるべきものである」とし、Ｘの所有とは認め
られないとしてＸの主位的請求を退けた。

　２　予備的請求について
　「Ｘの代表者Ａの代表取締役であった（者）は、
Ｄ司法書士との間で、同人においてＸの請負代金
の保全を目的として、これを保管し管理する旨合
意して、請負代金を預託しており」、「Ｄ司法書士
は（準）委任の趣旨に沿ってこれを管理し、委任
終了時に残金を返還する義務を負い、Ｘは、（準）
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委任契約上の預託金返還請求権を有するに至った
ものと解される」とし、さらに、「裁判所は、Ｘ
に帰属する金銭である可能性を認識しながら、そ
の時点では破産会社に帰属する金銭である可能性
も否定できないから、とりあえず散逸防止のため
予納させたものと推認できる」のであり、「請負
代金がＸに帰属すべき金銭である以上、裁判所に
それを取得すべき法律上の原因は存しない。」
　「裁判所が、本件請負代金をＹに支給し、Ｙが
これを財団組入したことは、単に第三者であるＸ
に帰属する財産を事実上破産財団としてＹの管理
下においたものであるから、Ｘは、Ｙに対してこ
の時点で直接に不当利得返還請求権を取得したと
いうべきである。そして、Ｙは財団組入時におい
ては悪意であったと認められる。」として、Ｘの
予備的請求を認容し、原審判決を変更した。

判例の解説

　本件事件は、本来、共同企業体１）に弁済され
た請負代金を構成員であるＡ及びＢで分配すべき
ところ、構成員の代表であったＡが破産手続開始
申立てした際に、裁判所に予納され破産管財人に
保管金として支給されてしまったという事案であ
る。

　一　金銭の所有権について
　金銭の所有権については、原審及び控訴審も同
様の判断を示しているとおり、金銭は動産ではあ
りながら極めて特殊なものであり、一部の例外（た
とえば記念硬貨や古銭など）を除き、物としての個
性を持たず、もっぱら価値そのものとして把握さ
れており、占有とともに当然に所有権も移転する
こと、その結果、民法 178 条（対抗要件）及び同
192 条（即時取得）の規定の適用の余地がないこ
とについてはすでに確立された理論であり（最二
小判昭 39・1・24 判時 365 号 26 頁）、疑問の余地
はない２）。

　二　不当利得返還請求権の性質
　１　原審と控訴審の判断の相違点
　本来、Ｘに帰属すべきであった金銭が、Ｄの預
金口座を経由して、裁判所に予納された後に裁判

所から保管金としてＹに支給されたものである
が、原審は、遅くともＤの預金口座に振り込まれ、
管理を委ねた時点で、金銭としての請負代金は失
われ、ＸはＤ又はＡに対し不当利得返還請求権を
有していたと判断した。
　これに対し、控訴審は、Ｄの預金口座に振り込
まれた時点で、（準）委任契約に基づき委任終了
時に返還すべき義務が発生しており、Ｘは委任契
約上の預託金返還請求権を有していたとしなが
ら、その後、裁判所へ予納され、さらにＹへ保管
金として支給され、結果として財団に組み入れら
れているが、その間に法律上の原因を認めること
はできないことから、Ｙに交付された時点で、Ｘ
はＹに対し「直接に」不当利得返還請求権を取得
したものであると判断した。
　つまり、原審と控訴審では、不当利得返還請
求権の発生時期に対する理解（「破産手続開始前に
生じた債権」なのか「破産手続開始後に生じた債権」
なのか）が異なる。
　原審では、破産手続開始前に不当利得返還請求
権が発生している以上、同請求権は財団債権では
なくあくまでも破産債権であるという結論になる
のであり、控訴審では、不当利得返還請求権は破
産手続開始後に生じた債権ということになり、破
産法 148 条 1 項 5 号に該当し財団債権となると
いう結論が導き出されることになる。

　２　破産法 148 条 1項 5号について
　破産法 148 条 1 項 5 号は、破産手続開始後に
破産財団が事務管理又は不当利得により利益を得
た場合には、その利益を償還又は返還するのが公
平に資するという考え方に基づくものである。
　なお、旧破産法にも同様の規定があったが、解
釈上の疑義を生じないように、現破産法の改正時
点で「破産手続開始後に」生じた請求権という文
言が明示された。
　具体例としては、①破産管財人が取戻権の目的
となる株式を保管中に同株式について受けとった
配当金及び株式につき割り当てられた新株（最判
昭 43・12・12 判タ 232 号 109 頁）、②敷金返還請
求権に質権が設定されていた賃貸借契約において
賃借人たる破産管財人が合意解約するに際して破
産財団が負担する未払賃料を敷金に充当する旨の
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合意によって敷金返還請求権が消滅し、質権者が
優先弁済を受けられなくなった場合における破産
財団の利得（最判平 18・12・21 判時 1961 号 53 頁）、
また③破産管財人が別除除者のために供託され別
除権の目的となった供託金を受領し破産財団に組
み入れた場合に別除権者が供託金相当額の返還を
請求する権利（札幌高決昭 43・4・11 判時 518 号
58 頁）、④破産会社が譲渡担保の目的とした売掛
債権の支払いのために債務者から受領した約束手
形を破産管財人が譲渡担保権者に譲渡せずに自
ら取り立てた回収金（東京高判平 20・9・11 金法
1877号37頁）等がこれに該当するとされている３）。
　そのほかに、⑤生命保険金受取人の地位を譲り
受けた破産会社の破産管財人が保険金を受領した
後に譲渡会社が利益相反取引に該当し地位の譲渡
は無効であると主張し、不当利得として財団債権
性が問題となった事例（東京地判平 25・4・15 判
タ 1393 号 360 頁）がある。
　ちなみに供託金の裁判例③は、穀物商品取引所
の会員である破産会社が、債権者会社から委託を
受けて取引を行っていたところ、債権者会社は破
産会社が従前取引所に預託していた仲買保証金及
び会員信認金に対し特別先取特権を有しているこ
とから、破産申立前にこれを仮差押えし、取引所
が供託したことから債権者会社が別除権者として
供託金から弁済を受けるべきところ、破産手続開
始後、破産管財人が供託金を受領し破産財団に組
み入れてしまった事案であり、不当利得を前提に
財団債権に当たると判断されたものである。

　３　控訴審判決の相当性
　実務上、特に破産管財人の立場において当該債
権が財団債権として取り扱われるのか、破産債権
に該当するのかについては、一義的に区別できな
い事案も稀ではなく、本件事案の場合、破産管財
人であるＹは財団債権該当性を否定し争い、原審
も前記のとおり破産手続開始前の債権であるとし
て財団債権とは認めなかったのであるが、同判断
が明らかに誤りであったとは断定できないところ
である。
　しかしながら、本件事案の場合、あくまでもＡ
ではなくＸ名義の預金口座にＣから請負代金が振
り込まれた後、Ａの銀行口座等を経ることなく、

散逸を防止する目的でＤの銀行口座に振り込ま
れ、その後、裁判所を経てＹに支給され破産財団
に組み込まれたものであり、関与した司法書士も、
裁判所及び破産管財人も、事務的に処理したのみ
であって、特に法律上の原因を有する立場にはな
い。
　つまりＸに対する請負代金は一度もＡに交付さ
れたことはなく、したがってＡの財産と混同する
こともなかった点に特徴がある。
　この点を重視すれば、Ｘ名義の預金口座に振り
込まれた請負代金が、そのままＹに支給され破産
財団を構成することになってしまったと評価すべ
きであり、控訴審の判断はまさに同様の理解に基
づくものであると考える。その意味で控訴審の判
断は相当なものと考える。
　ちなみに本件事案は、前記の具体例のうち、③
の別除権者のための供託金の例に類似していると
評価できるのではないだろうか。
　いずれにせよ、本件事案は、裁判所が事情を知
りながら予納金として受領するという形で関与し
ているという特異な案件ではあるものの、不当利
得等に関する財団債権についての裁判例がさほど
多くない状況において、参考事例として意味はあ
ると思われ、最高裁判所の判断等には注目したい。

●――注
１）共同企業体（JV。ジョイント・ベンチャー）とは、公
共工事等の建設工事において複数の企業が共同して受注
し工事を施工する形態であり、その法的性格は民法上の
組合とされている（最判昭 45・11・11 民集 24 巻 12 号
1854 頁、最判平 10・4・14 民集 52 巻 3号 813 頁）。

２）佐久間毅『民法の基礎2　物権』（有斐閣、2006年）130頁、
144 頁。河上正二『物権法講義』（日本評論社、2012 年）
148 頁、166 頁など。

３）竹下守夫ほか編『大コンメンタール破産法』（青林書院、
2007 年）582 頁［上原敏夫］、全国倒産弁護士ネットワー
ク編『注釈破産法下』（きんざい、2015 年）35 頁［籠
池信宏］、伊藤眞ほか『条解破産法〔第 2版〕』（弘文堂、
2014 年）1007 頁。
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